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貸 借 対 照 表

（２０１９年３月３１日現在） 

（単位:千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

<資 産 の 部> 

流 動 資 産

現金及び預金 

売 掛 金 

未 収 入 金 

商 品

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

固 定 資 産 

有形固定資産

建 物 

建物付属設備 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

工具器具備品 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

電 話 加 入 権 

ソフトウェア 

投資その他の資産 

繰延税金資産 

リサイクル預託金

６８７,２５４

５５９,０９８

２２,３８８

４２,９９５

５９,３３９

１,５５４

１,８７７

２,４６６,２２２

２,４１７,１９６

１,７１２,１６８

３８３,５０９

１００,３７４

７５,３４８

１１３,２３２

３２,５６２

２,５３８

３５１

２,１８７

４６,４８７

４６,４７４

１３

<負 債 の 部> 

流 動 負 債

買 掛 金 

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金 

未 払 費 用 

未払法人税等 

未払消費税等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金

固 定 負 債 

預 り 敷 金 

退職給付引当金

負 債 合 計 

<純 資 産 の 部> 

株 主 資 本 

資 本 金 

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

純 資 産 合 計 

２７９,４８２

５７,７９３

１０,６００

５６,７６１

３０,４４４

４０,４２９

１,２９７

５１,７８２

２３,２２０

７,１５２

１８７,１１９

５６,８６９

１３０,２４９

４６６,６０１

２,６８６,８７４

１,５００,０００

１,１８８,０８３

１,１８８,０８３

１,１８８,０８３

△１,２０８

２,６８６,８７４

資 産 合 計 ３,１５３,４７６ 負債及び純資産合計 ３,１５３,４７６
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損 益 計 算 書

２０１８年４月 １日から 

２０１９年３月３１日まで

（単位：千円）

科    目 金  額 

売 上 高

家 賃 収 入

商 品 売 上 高

施 設 利 用 収 入

広 告 収 入

受 取 手 数 料

１,４１９,０６６

５９４,４４６

６５９,２８２

７０,７６２

７２,１０５

２２,４６９

売 上 原 価 １,１０９,２０５

売 上 総 利 益 ３０９,８６０

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  １０３,５１９

 営 業 利 益 ２０６,３４０

営 業 外 収 益

受 取 利 息

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

５,０２６

３

５,０２２

１９８

１９８

経 常 利 益 ２１１,１６８

特 別 利 益

補 助 金 収 入

１０,０００

１０,０００

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

４６

４６

税 引 前 当 期 純 利 益 ２２１,１２２

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

７０,１２９

△１,６２４

当 期 純 利 益 １５２,６１７
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株主資本等変動計算書 

   ２０１８年４月 １日から 

２０１９年３月３１日まで

（単位：千円）

株 主 資 本 

純資産 

合 計 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合 計 

そ の 他 

利益剰余金 
利益剰余金 

合 計 
繰 越 利 益 

剰 余 金 

当期首残高 1,500,000 1,035,465 1,035,465 △1,208 2,534,257 2,534,257

当期変動額 

当期純利益 152,617 152,617 152,617 152,617

当期変動額合計 － 152,617 152,617 － 152,617 152,617

当期末残高 1,500,000 1,188,083 1,188,083 △1,208 2,686,874 2,686,874

USER004
テキスト ボックス
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個 別 注 記 表 

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準および評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品・・・・・・ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法によって算出） 

貯蔵品・・・・・・ 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

よって算出） 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・ 定額法によっております。 

②無形固定資産・・・ 定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 (3)引当金の計上基準 

①賞与引当金・・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

②退職給付引当金・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

 (4)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

３. 表示方法の変更に関する注記 

(1)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を当事  

業年度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示する方法に変更しております。 

(2)損益計算書 

従来、「販管費及び一般管理費」に計上していた費用の一部を当事業年度より「売上原価」に計上

する方法に変更しました。 

当該表示方法の変更は、親会社である高松空港株式会社と表示方法を統一させるために行うもの

であります。これにより、従来と同一の方法によった場合に比べ、売上総利益が６４２,６９６千円

減少しております。 

４．貸借対照表に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額     ５,２５６,８８１千円 

(2)関係会社に対する金銭債権または金銭債務の金額 

親会社に対する短期金銭債権         １９４千円 

親会社に対する短期金銭債務        １,２００千円 
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５．損益計算書に関する注記 

    関係会社との取引高

     親会社との取引高 営業取引 売上高   ９,０３４千円

                   売上原価 １８,１４７千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

   発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式（株） 

当事業年度 

減少株式（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 ３０,０００ ― ― ３０,０００

合 計 ３０,０００ ― ― ３０,０００

自己株式 ― 

普通株式 ２２ ― ― ２２

合 計 ２２ ― ― ２２

７．税効果会計に関する注記 

  (1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

                            当事業年度 

                       （2019年3月31日現在） 

（単位:千円） 

（繰延税金資産） 

      退職給付引当金                ３９,０７４ 

      賞与引当金                   ２,１４５ 

      未払事業税                         ２,８４３ 

      一括償却資産                  １,１１１ 

未払事業所税                    ９７４ 

その他                       ３２４ 

  繰延税金資産合計                          ４６,４７４ 

８．リースにより使用する固定資産に関する注記 

   リース取引は、当社の事業内容に照らして重要性が乏しく、リース契約一件当たりの金額は少額である

ため注記を省略しております。 
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９. 金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入による方針で

あります。 

    売掛金及び未収入金に係る顧客の信用リスクは、期日管理を行い、主な取引先の信用状況を半期ご

とに把握する体制としております。 

    長期借入金の使途は設備資金であり、支払利息の金利は固定であります。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

2019年 3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額 

現金及び預金 

売掛金 

未収入金 

買掛金 

未払金 

１年内返済予定の 

長期借入金 

５５９,０９８  

２２,３８８  

４２,９９５  

（５７,７９３）

（５６,７６１）

（１０,６００）

５５９,０９８  

２２,３８８  

 ４２,９９５  

（５７,７９３）

（５６,７６１）

（１０,６００）

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 － 

（＊1）負債に計上されているものについては、( )で示しています。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金及び1年内返済予定の長期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 貸借対照表計上額（千円） 

預り敷金 ５６,８６９ 

賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金は、市場価格がなく、かつ、賃借人の入居

から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フ

ローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 
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10. 賃貸等不動産に関する注記 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、香川県高松市において、賃貸用の旅客ターミナルビル、附属棟及び貨物ターミナルビルを

有しております。

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 

２,０９５,６７７ １,９９０,０００ 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

11．関連当事者との取引に関する注記 

  (1) 法人主要株主等 

属

性

会社等の 

名称 

議決権

等の被

所有割

合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 役員の

兼任等 

事業上

の関係 

親
会
社

高松空港㈱ 
直接 

１００ 

兼任 

７人 

施設の 

賃貸等 
営業取引 

空港ﾋﾞﾙ 

の賃貸 
９,０３４ 未収入金 １９４ 

借地料 １５,４９９ 前払費用 １,２９１ 

出向者の

人件費 
２,６４８ 未払費用 １,２００ 

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 賃貸借料については、一般取引条件と同様に決定しております。 

12．資産除去債務に関する注記 

当社は、高松空港株式会社が国から貸付けを受けている国有財産（土地）を借り受けていることについ

て、同社と締結している事業用定期借地権設定契約に基づき、当社が借り受けている国有財産（土地）の

返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を撤去する原状回復義務を有しております。 

しかし、旅客ターミナルビル等は、公共性の高い施設であり、当社の裁量だけでは撤去の是非や時期を

決定することは難しく、現時点において資産除去債務を合理的に見積ることが困難なため、資産除去債務

を計上しておりません。 

13．１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額    ８９,６２８円２３銭 

(2)１株当たり当期純利益    ５,０９０円９９銭 
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14. 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

15. その他の注記 

   国庫補助金等（国、香川県及び高松市からの補助金）により取得した資産の取得原価から控除している

圧縮記帳額 

    建物         ６１９,２２０千円 

    建物付属設備     ３７５,０９４千円 

    構築物         ２４,５１５千円 

    車両運搬具       ２０,９９９千円 

    工具器具備品      ３７,２１６千円 


